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 入院しているが、胃瘻を造設。昼夜逆転し、家族が病院で介助している。 
 義父の介護に協力せず好き勝手する義理の姉に対して、殺意が芽生えるぐらいいらだつ。 
 

⑤ 現在の介護保険制度や仕組みを変えるとともに、地域での介護に行政・市町村が責任持った

施策を行うことに真の解決の道筋がある 

 相談の電話時間は 30 分～40 分は当然であり、中には 3 時間もお話を傾聴した事例もありまし
た。相談者のメモからは「傾聴し、落ち着かれた様子」「最後に『ごめんなさい』」といって電
話が切れる」「15 年間在宅での介護の大変だったことを傾聴し、ねぎらいの言葉をかけさせて
いただく」「とにかく傾聴し、話を聞いた。『こうして話をきいてもらっただけで、自分の心の
気持ちや健康が上がった気がします。解決方法は自分で探します』と電話が終わる」などの記
載がありました。今回の電話相談でも多くの場合まずは「傾聴」することが基本となります。
個別の具体的なアドバイスを相談員はしていますが、やはり現在の介護保険制度や仕組みを変
えなければ根本的な解決にはならず、結局は介護者や要介護者の「自己努力」「自己責任」に
すり替えられてしまう現実があるのだろうと思います。介護者は要介護者である「家族」を見
捨てることはできずに、最後の「責任」を逃れることができない現実を突きつけられることに
なります。 

 藁をもつかむ思いでの電話相談となっていますが、「介護で外出」もままならないことも話さ
れました。私たちの努力や支援も「質量ともに」当然広げていくことは必要ですが、行政の役
割は極めて重要となるのではないでしょうか。各市町村が介護保険の「保険者」になっている
こともありますが、憲法 25 条の「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利
を有する」の理念を、地域の最前線で達成する任務は行政・市町村にあるのではないでしょう
か。行政・市町村がさらに地域に足を運び、こうした介護で悩む住民の思いを「傾聴」し「寄
り添い」問題解決の道筋を責任もって立てていくことが求められるものと考えます。 

 現在の介護保険制度や仕組みを変えるとともに、地域での介護に責任をもった行政・市町村の
責任持った対応、施策に真の解決の道筋があるのだと考えます。 

 
7. 相談内容…以下は、相談員の「相談メモ」からの抜粋 

 
 

＊相談メモからの抜粋文書については、【ネット版資料集】では省略します。従って表紙の目次

ページ番号にズレが生じることをご了承ください。正規の資料集については事務局にお問合

せください。 
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生 口

現在、政府内で、2020年の通常国会に向けた介護保険制度の見直しの検討が進められています .

その中には、ケアマネジャーが作成するケアプランを有料にすることや、要介護 1、 2の生活援助サービスを市町村が
実施する総合事業に移すなど、さらなる給付の削減 。負担増をはかる内容が盛り込まれています.ケアプランが有料に
なれば、介護保険サービスを減らしたり、介護保険その1)のを利用出来なくなることになりかねません。生活援助の肖1減
は、在宅での生活に困難をもたらし、家族の介護負担を増やすことに直結します。政府が掲げる「介護離職ゼロ」政策に
1)反するものですじ

介護現場では人手不足がいっそう深亥1化 していますっ介護福祉士の養成校では入学者の定員害1れが続いています.

必要な職員を確保できないため、施設を開設できな力ったり、事業所の一部閉鎖や廃業などの事態が生じています。介
護従事者の賃金が全産業平均よりも月額約8万円も低」ヽ実態は依然として改善されていませんc

サービスの削減。負担増一辺倒の見直しでは高齢者の生活を守り、支えることはできません。これから高齢化がいっそ
う進展していく中、お金の心配をすることなく、必要な介護サービスを必要な時に利用できる制度への転換はすべての
高齢者。国民の願いです。1司 時に、介護を担う職員が自らの専門性を発揮し、誇りをもって働き続けられる条例・整備を
一ク1も 早く実現させなければなりません。
だえ下、言青原頁しま,卜 .

購願頂醸

ケアプランの有料化、要介護 1、 2の生活援助の肖1減など、サービスの抑制や負担増につながる制度
の見直しをいつさい行わないこと

すべての介護従事者の賃金を大幅に引き上げ、労働条件を抜本的1手 改善すること。実効性のある確保
対策を講 じること

3 介護保険料、利用料負担の軽減を図ること。必要な時に必要なサービスを受けられるよう、制度の改
善をはかること        ｀

4 介護保険財政に対する国の負担割合を大幅に引き上げること。そのための財源を国の責任で確保する
こと
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